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6.5 地形及び地質 

6.5.1 調 査 

準対象事業実施区域及びその周辺の地形及び地質の概況については、「第 3章 地域特性に関す

る情報 3.1 自然的状況 3.1.4 地形及び地質の状況」に示すとおりである。 

 

6.5.2 予測、環境保全措置及び評価 

(1) 予測内容 

予測は造成工事（切土・盛土工事）の実施による土地の安定性への影響とした。 

 

(2) 予測対象時期 

予測対象時期は工事の実施による影響が最大となる時期とした。 

 

(3) 予測地域 

予測地域は、図6.5.2-1に示すとおり準対象事業実施区域内において土地の安定性への影響が

最大と考えられる切土法面（1-1断面）及び盛土法面（2-2断面）とした。 
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図6.5.2-1 斜面安定計算位置 
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(4) 予測方法 

予測方法は、下記のとおり斜面の安定計算により行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 予測結果（安定計算結果） 

常時及び地震時の安定計算結果は、表6.5.2-1及び図6.5.2-2、3の「安全率Fs」の欄に記載のと

おり、1-1断面及び2-2断面ともに、「改訂 宅地等開発事業に関する技術マニュアル（平成30年 

三重県県土整備部建築開発課）」における最小安全率及び「三重県砂防指定地等管理条例等に基

づく開発審査の技術的基準（平成30年 三重県）」を満足するものと予測されたが、今後砂防法

等に係る手続きを適切に進め、更なる土地の安定性の確保に努める。 

 

表6.5.2-1 安定計算結果 

断面位置 
安全率Fs 

技術基準等※ 
常時 地震時 

1-1断面（切土） 2.136 1.304 常時：1.500 

地震時：1.000 2-2断面（盛土） 1.682 1.054 

※：「改訂 宅地等開発事業に関する技術マニュアル（平成30年 三重県県土整備部建築開発課）」における最小安全

率及び「三重県砂防指定地等管理条例等に基づく開発審査の技術的基準（平成30年 三重県）」 
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 ・常時（1-1断面 切土） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・地震時（1-1断面 切土） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.5.2-2 安定計算結果（1-1断面 切土） 
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 ・常時 
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図6.5.2-3 安定計算結果（2-2断面 盛土） 
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(6) 環境保全措置 

① 環境保全措置の検討結果 

予測の結果、造成工事による土地の安定性については計算上問題ないことが示されたものの、

より影響を低減するため表6.5.2-2に示す環境保全措置とその効果について検討した。 

 

表 6.5.2-2 環境保全措置の検討結果 

対象項目 環境保全措置 効 果 

土地の安定性 

・造成後、速やかに転圧・整形する。 

・造成法面整形後、速やかに緑化を

行う。 

・造成法面に雨水排水路を整備す

る。 

・造成初期における土壌流出を防ぐ 

・雨水からの侵食を低減し、土壌の

流出を防ぐ。 

・雨水による土壌流出を防ぐ。 

 

② 環境保全措置の検証及び整理 

環境保全措置の検証及び整理の結果は、表 6.5.2-3に示すとおりである。 

 

表 6.5.2-3 環境保全措置の検証及び整理の結果 

環境保全措置の対象 土地の安定性 

環境保全措置 

・造成後、速やかに転圧・整形する。 

・造成法面整形後、速やかに緑化を行う。 

・造成法面に雨水排水路を整備する。 

環
境
保
全
措
置
の
実
施
の
内
容 

実施主体 事業者 

実施方法 
造成法面の速やかな転圧・整形及び緑化を行う。また、雨水

排水路の整備を行う。 

実施期間 工事期間中 

実施範囲 準対象事業実施区域 

環境保全措置の効果 

・造成初期における土壌流出を防ぐ 

・雨水からの侵食を低減し、土壌の流出を防ぐ。 

・雨水による土壌流出を防ぐ。 

環境保全措置を講じた後の環境

の状況 

造成法面の安定性が維持される。 

環境保全措置の効果の不確実性

の程度 

同様の環境保全措置の実施例があり、不確実性の程度は小さ

いと考えられる。 

環境保全措置の実施に伴い生じ

るおそれがある環境への影響 
特になし 

 

(7) 評 価 

本事業の実施により造成工事による土地の安定性については、基準等との整合が図られている

こと、また適切な環境保全措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲内でできる限り回

避・低減されていると評価する。 


